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概要 

本研究開発では、ますます増える基幹ネットワークの伝送容量への要求に対応するため、高度な光伝送方式を用いた高速

大容量光伝送技術並びに最新の電子回路技術を駆使し低消費電力化を進めたデジタル信号処理回路技術に関する研究開

発を実施した。これにより 100Gbps 級光伝送技術に対し送受信機（実装サイズ）当たりの伝送容量を 10 倍にし、消費

電力（同一通信処理速度で比較）を 1/4 にする 1Tbps 級高速大容量・低消費電力光伝送技術を確立した。 
 
１．まえがき 
超高精細映像やビッグデータ等の流通、移動通信トラヒッ

クの急激な増加や、機器同士、端末同士など人間が介在し

ない通信トラヒックの増加の本格化が想定されることな

どから、我が国の通信トラヒック量は増加を続け、今後も

基幹ネットワークを支える光ネットワークに要求される

伝送容量はますます大きくなることが予想される。現在、

100Gbps 級の光伝送技術が普及しつつあり、これに続く

400Gbps 級光伝送技術の開発が進められているが、さら

なる高速大容量化と低消費電力化を進めた光伝送技術が

要求されている。このようなネットワークに対する大容量

化の要求と低消費電力化の要求を同時に満たすためには、

これまでの延長線上の技術としての高速化と省電力化に

加えて、トラヒック量や伝送距離・伝送路特性といった変

動要因に適応的に対応できる機能が必要となる。 

本研究開発は、基幹ネットワークの長距離伝送に適したデ

ジタルコヒーレント方式において、より高度な光伝送技術

や低電力デジタル信号処理技術を導入し、1 波長あたり

1Tbps 級の容量を有し、トラヒック量や伝送距離・伝送特

性といった変動要因に適応的に対応することが可能な適

応伝送技術を確立した。更に、これら技術を適用した送受

信信号処理回路全体構成の最適化を行って、消費電力を従

来比 1/4 に削減する技術を確立した。これらの技術の確立

により、巨大データ流通を支える次世代光ネットワークの

実現に大きく貢献するものである。 
 

２．研究開発内容及び成果 
２．１ １テラビット級高速大容量光伝送技術 
【研究開発内容】 
100Gbps 級光伝送技術に対し、送受信機（実装サイズ）
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当たりの伝送容量を 10 倍にするため、以下の到達目標を

設定する。 
ア）適応変調符号化技術 
上記 10 倍の伝送容量の実現に資する適応変調符号化技

術として、以下の基本技術を確立する。 
a）適応変復調基本技術 
伝送距離（100～2,000km 程度）、伝送路の種別（ITU-T
勧告 G.652～655）に応じて、伝送効率を最大にできる

伝送路推定アルゴリズム及び変復調方式選択アルゴリ

ズムの基本技術を確立する。 
b）誤り訂正基本技術 

1Tbps を実現するために必要なキャリア数や適用する

変調方式、信号品質等に対して、伝送効率を最大にでき

る誤り訂正処理アルゴリズムおよび尤度生成アルゴリ

ズムの基本技術を確立する。 
イ）伝送システム内歪み補償技術 
上記 10 倍の伝送容量の実現に資する伝送システム内歪

み補償技術として、以下の基本技術を確立する。 
a）静的等化基本技術 
最大 1Tbps となるキャリア成分の復調において、静的

な線形歪みの補正を可能とするアルゴリズムの基本技

術を確立する。 
b）動的等化基本技術 
キャリア数と変復調方式の適応的な可変に対応した上

で、最大数 kHz 程度の偏波変動速度と 100ps 程度の偏

波モード分散により動的に生じる波形歪みの補正を最

も少ない演算規模で実現するための信号処理アルゴリ

ズムの基本技術を確立する。 
 

【研究開発成果】 
ア）適応変調符号化技術 
a）適応変復調基本技術（NTT） 
1Tbps 級の大容量化を実現するために必要となる、伝送距

離、伝送路の種別に応じて伝送効率を最大にできる伝送路

推定アルゴリズム及び変復調方式選択アルゴリズムの基

本技術において基本機能評価結果並びに外部の伝送特性

補償機能との連携動作を考慮した信号処理アルゴリズム

の動作確認を完了し、1Tbps 級伝送における伝送路推定方

式および信号点制御方式を確立した。 
具体的には、伝送路推定方式に関しては、自己相関方式を

最良方式として選択し、偏波状態、波長分散、偏波モード

分散など様々な負荷条件において、同期感度、同期位置検

出誤差、周波数オフセット誤差、波長分散推定精度などの

基本性能を評価し、また、動作モード依存性も評価した。

その結果、全ての負荷条件において動作モード全体に渡っ

て正常な機能動作を確認した。信号点制御方式に関しては、

制御精度、回路規模、消費電力の観点を考慮して選定した

方式について、伝送路推定方式の評価と同様に実用システ

ムを模擬した様々な負荷条件における性能評価を行った。

変調器消光比、IQ 振幅ずれ、IQ スキューずれ等の様々な

負荷条件下で、外部の伝送特性補償機能との連携動作を考

慮した信号処理アルゴリズムの動作確認を完了（図 1）し、

1Tbps 級伝送における信号点制御方式を確立し、到達目標

を達成した。 

  

  
図 1 信号点制御による送信器歪み補償効果評価結果 

 
b）誤り訂正基本技術（三菱電機） 
最大 1Tbps 級を実現するために必要な様々なキャリア分

割数や変調方式に対して、適応的に対応可能な符号化・復

号処理アルゴリズムおよび尤度生成アルゴリズムを開発、

他の機能との連携を考慮した検証によりアルゴリズムの

妥当性を実証し、誤り訂正基本技術を確立した。 
平成 27 年度に誤り訂正フレーム構成方法および尤度生成

方法の検討を行い、符号化・復号処理アルゴリズムおよび

尤度生成アルゴリズムの方式仕様を策定、平成 28 年度に

それに基づきハードウェア実装も視野に入れて方式を選

定し、基本機能試作を行い、機能動作を確認した。 
平成 29 年度には、基本機能試作に基づき、フレーム構成

や演算ビット精度、歪補償後の信号波形など、課題Ⅰ-
ア)-(a) 適応変復調基本技術および課題Ⅰ-イ) 伝送システ

ム内歪み補償技術における各機能との連携を考慮した入

力信号に対して、本課題の符号化・復号処理および尤度生

成の性能検証を行うことでアルゴリズムの妥当性を実証

し た 。 DP-QPSK （ 100Gbps/ サ ブ キ ャ リ ア ） か ら

DP-64QAM（600Gbps/サブキャリア）まで総計 19 個、

いずれのキャリア分割数と変調方式の組み合わせにおい

ても、所望の誤り訂正後 BER の特性が得られた（図 2）。
以上より従来の 100Gbps 級光伝送技術に対し、送受信機

あたり 10 倍の伝送容量を実現することを目的として、最

大 1Tbps 級光伝送を実現するために必要なキャリア数や

適用する変調方式、信号品質等に対して、伝送効率を最大

にできる誤り訂正基本技術を確立し、到達目標を達成した。 
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図 2 OSNR に対する誤り訂正後 BER の連携動作検証結果 
 
イ） 伝送システム内歪み補償技術 
a）静的等化基本技術（NEC） 
最大 1Tbps となるキャリア成分の復調において、静的な

線形歪みの補正を可能とするアルゴリズムの基本技術の

検討を行い、64QAM 等の高多値度の変調方式やキャリア

分割数が変化する場合にも対応可能とした上で、従来技術

（100Gbps 級光伝送技術）に比べて、同一多値度の変調

方式に対して、周波数利用効率を 30%以上向上するサブ

キャリア多重・分離技術について、他の機能と連携を考慮

した信号処理アルゴリズムの動作確認を完了し、静的等化

基本技術を確立した。具体的には、シンボル間の符号間干

渉を許容した上でナイキスト方式よりも更に信号帯域幅

を 狭 窄 化 す る 狭 帯 域 フ ィ ル タ リ ン グ と MMSE 
（minimum mean square error）規範に基づく高精度な

線形等化の組み合わせにより、周波数利用効率を向上可能

なスーパーナイキスト方式について提案を行い、

64Gbaud の高速信号、および、64QAM 等の高多値度の

変調方式において、商用周波数グリッドを考慮した際の機

能モデル検証を実施した（図 3(a)）。検討した全変調方式

において、NRZ（Non Return to Zero）波形を用いる従

来方式に比べ、30%以上の周波数利用効率改善を確認した。

さらに、提案方式の効果を検証するため、従来技術で実用

化されている 32Gbaud の信号に対して、その 1.5 倍とな

る 48Gbaud の信号を用いて、光伝送オフライン実験評価

系を構築し、回路実装レベルで記載した統合モデルを用い

て信号生成および受信信号の復調を行い、オフライン処理

による実機特性評価を実施した。6.25GHz グリッドの波

長多重システムを想定し、実際のシステムで必要になるサ

ブキャリア多重間隔の周波数シフトバラつき 1GHz を加

味した評価を実施したところ、スーパーナイキスト方式で

は NRZ 方式に比べて最大 37.5%の改善効果が得られる事

を実験的に確認した（図 3(b)）。以上の結果により、周波

数利用効率を 30%以上向上するサブキャリア多重・分離

技術について、他の機能と連携を考慮した信号処理アルゴ

リズムの動作確認を完了し、静的等化基本技術を確立し、

到達目標を達成した。 
 

  
(a) 提案方式による Q 値改善量効果 

  
(b) 各変調方式の周波数利用効率改善量 

図 3 静的基本等化技術によるオフライン実証結果 
 
b）動的等化基本技術（富士通） 
最大 1Tbps を実現し、最大 64QAM 等の高い多値度の変

調方式まで、同一の信号処理回路で対応可能な方式を提案

し、方式検討および性能評価を行うための機能モデルの作

成を完了した。この機能モデルを用いて、偏波変動、偏波

モード分散を付加した評価条件において、複数の変調方式

で動作確認を行い、偏波変動速度 30kHz 以上、100ps 程

度の偏波モード分散に対応できる性能が得られることを

確認し、動的等化基本技術を確立した。 
具体的には、位相変調信号支援型の処理方式を提案・採用

し、処理構成と制御パラメータの最適化を実施することで、

64QAM の信号に対して 100ps 程度の偏波モード分散耐

力（図 4）、100ps の偏波モード分散が存在する条件下に

おいて 30kHz 程度の偏波変動追従性が得られることを確

認した（図 5）。 

  
図 4 400Gbps 64QAM 偏波モード分散耐力 
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図 5 400Gbps 64QAM 偏波変動耐力 
 

２．２ １テラビット級低消費電力光伝送技術 
【研究開発内容】 
1 波長あたり最大 1Tbps の通信処理速度を持つ信号処理

回路を 100Gbps 級の信号処理回路に対し同一通信処理速

度と比較して 1/4 以下の電力で実現するために必要な以

下の到達目標を設定する。 
ア）信号処理回路最適設計技術 
上記 1/4 以下の消費電力の実現に資する信号処理回路

最適設計技術として、以下の回路基本技術を確立する。 
a）適応変復調回路基本技術 
適応変復調機能として、高速伝送路品質推定機能、推定

品質に従って適切な変復調方式を選択する機能、適切な

データマッピングを行う機能等の最適回路設計に向け

た基本技術を確立する。 
b）誤り訂正回路基本技術 
誤り訂正機能として、伝送距離や伝送路種別による伝送

特性に応じた信号の変化に対して、最適な処理を行う誤

り訂正符号化機能および軟判定誤り訂正復号機能等の

最適回路設計に向けた基本技術を確立する。 
c）静的等化回路基本技術  
線形等化機能として、キャリアが受けた静的な線形歪み

を所定の通信処理速度で補正する機能等の最適回路設

計に向けた基本技術を確立する。 
d）動的等化回路基本技術 
動的等化機能として、偏波変動追従機能、偏波モード分

散補償機能、搬送波位相再生機能を有する回路の最適設

計に向けた基本技術を確立する。 
イ）低消費電力信号処理統合検証技術 
ア-a）～d）で開発した各要素技術を統合するとともに

光送受信器や光伝送路等のモデル化を行い、全機能アル

ゴリズムの統合検証を行うことで、100Gbps 級の信号

処理回路に対し同一通信処理速度と比較して 1/4 以下

の電力で動作可能であることを実証する。 
 

【研究開発成果】 
ア） 信号処理回路最適設計技術 
a）適応変復調回路基本技術（NTT） 
1Tbps 級の適応変復調伝送を実現する伝送路推定方式お

よび信号点制御方式の検討において、ハードウェア記述言

語および性能評価モデルによる評価結果について等価性

を評価し、消費電力・回路規模、そして推定・検出精度に

ついて最適化を実施し、適応変復調回路基本技術を確立し

た。 
具体的には、伝送路推定方式に関して、伝送路推定機能の

性能評価モデルとハードウェア記述言語モデルの等価性

を評価した。実用システムの運用時に非常に近い信号波形

が入力される評価系において、クライアント容量

100Gbps～600Gbps、変調方式として QPSK、8QAM、

16QAM、32QAM、64QAM までの 5 変調方式を組合せた

動作モードに対して評価を行い、全動作モード、及び全負

荷条件において、特性差分がクライテリアに適合する結果

を得られた。また、信号点制御方式に関して、ハードウェ

ア記述言語モデルを作成し、性能評価モデルとの等価性を

確認した。ハードウェア化の演算ビット精度制限による信

号品質劣化、及び係数制御誤差が性能クライテリアを満た

すことを確認した（図 6）。最後に、伝送路推定方式およ

び信号点制御方式に関して、最先端 CMOS テクノロジラ

イブラリを用いてハードウェア記述言語をハードウェア

に合成して、CMOS 回路実装性を評価し、そのタイミン

グ収束性、回路規模、消費電力を評価し、実回路へ実装可

能であること、及び回路規模・消費電力が目標を満たして

いることを確認した。これらを通じて、適応変復調回路基

本技術の信号処理回路最適設計技術を確立し、到達目標を

達成した。 

  
図 6 ハードウェア演算ビット精度制限によるフィルタ

係数制御誤差評価結果 
 

b）誤り訂正回路基本技術（三菱電機） 
伝送距離や伝送路種別による伝送特性に応じた信号の変

化に対して、最適な処理を行う誤り訂正符号化機能および

軟判定誤り訂正復号機能について、設計した基本回路に基

づき、最先端 CMOS 技術を適用した場合の回路規模と消

費電力を合成ツールおよびシミュレーションにより算定

した。さらに符号化利得と消費電力とを最適化する電力ス

ケーリングの効果を確認し、誤り訂正回路基本技術を確立

した。 
最大 1Tbps 級を実現するためのキャリア分割数や多値度

に対して最適な処理を行うための符号化回路・復号回路ア

ーキテクチャとして、マルチコア誤り訂正演算制御方式を

適用し伝送速度、キャリア分割数や多値度に応じて、誤り

訂正符号の演算処理を複数の誤り訂正演算コアへ振り分

けるとともに、演算回数を適応的に調整して処理すること

により、誤り訂正機能として最適な処理を実現した（図 7）。 
本研究成果による誤り訂正基本回路の 100Gbps 当たりの

消費電力は、従来に比べて 75.6%低減されており、従来の

100Gbps 級光伝送技術における誤り訂正回路に対し同一

通信処理速度と比較して 1/4 以下の消費電力を実現した。 
また符号化利得と消費電力とを最適化する電力スケーリ

ングの効果を確認するため、入力 SNR に対する軟判定

FEC デコーダの動作率を算出し、デコーダの繰り返し回

数の制御により消費電力の抑制が実現可能であることを

示した。 
これらにより伝送距離や伝送路種別による伝送特性に応

じた信号の変化に対して、最適な処理を行う誤り訂正符号

化機能および軟判定誤り訂正復号機能の最適回路設計に
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向けた基本技術を確立し、到達目標を達成した。 
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図 7 マルチコア誤り訂正演算制御方式 

 
c）静的等化回路基本技術（NEC） 
1Tbps 級の通信処理速度を実現するための歪み補償処理

に向けた静的等化回路について、適応的パラメータ制御

FDE（frequency domain equalization）方式による線形

適応等化回路に対して、演算精度、回路規模、消費電力の

観点から回路最適化を実施した。具体的には、設計効率化

方式による回路記述の自動生成環境を適用して生成した

複数の回路バリエーションの回路記述から、適応的パラメ

ータ制御 FDE 回路の回路記述を生成した。つぎに、検証

容易化設計方式による期待値モデルの自動生成環境を適

用して生成した複数の回路バリエーションの回路記述に

対応する期待値モデルから、適応的パラメータ制御 FDE
回路の期待値モデルを生成した。これら回路記述と期待値

モデルを用いて、回路規模や消費電力の観点で評価し、回

路最適化を実施した。この際、回路最適化の方式として、

データビット幅やパイプライン数、パイプライン位置の最

適化などに加えて、データ符号化形式や線形歪補償フィル

タ回路による IQ レーン個別補償機能及び周波数オフセッ

ト補償機能の動作制御の最適化による低電力化を図った。

動作シミュレーションから得た回路のトグル率をベース

に評価した結果、これらの最適化により、最大 27.2%の電

力削減が可能であることを確認した（図 8）。さらに、回

路記述の妥当性を確実なものとするため、レイアウト工程

まで考慮したゲートレベル回路記述を部分試作した。この

部分試作により、最先端の微細 CMOS プロセスの適用に

より、適応的パラメータ制御 FDE 回路が実用的な回路面

積、及び消費電力で実現可能であることを確認した。以上

の回路最適化の実施、及び評価により、静的等化回路基本

技術を確立し、到達目標を達成した。 
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図 8 適応的パラメータ制御による低電力化機能の評価結果 
 
d）動的等化回路基本技術（富士通） 
最大 1Tbps を実現し、最大 64QAM 等の高い多値度に適

応的に対応するために、複数の変調方式を実現可能な論理

構造設計を行い、RTL を作成した。次に、機能モデルと

RTL の等価性検証および消費電力見積もりを実施し、動

的等化回路の基本技術を確立した。 
具体的には、適用を想定する 16nm プロセス CMOS の伝

播遅延特性及び電力特性から、最適なクロック動作速度と

基本的な回路構成を決定し、複数の変調方式に対応した共

通回路化を検討して論理構造の設計を行った。この設計結

果を用いて System C による高位言語コーディングを行

い、高位合成ツールを使用して RTL を作成した。次に、

機能モデルと RTL の等価性検証を実施した。偏波変動追

従、偏波モード分散補償、搬送波位相再生の諸性能につい

て、伝送容量 100Gbps から 600Gbps、変調方式 QPSK か
ら64QAM までの組み合わせで機能モデルとRTLの等価

性検証を実施し、雑音波形の統計揺らぎの範囲内でほぼ完

全に一致することを確認した。図 9 に、機能モデルと RTL
の等価性検証結果の一例を示し、縦軸は機能モデルを基準

にした時の RTL 差分値を示す。さらに消費電力見積もり

を実施し、適用する CMOS テクノロジへの配置配線処理

後の回路を元に消費電力値を算出した。100Gbps 当たり

の消費電力は、600Gbps 64QAM伝送において従来比13%
と大幅な削減を達成した。 

  
図 9 機能モデルと RTL の等価性検証結果 

（600Gbps 64QAM） 
 

イ） 低消費電力信号処理統合検証技術（NTT） 
機能ブロック毎に作成した RTL レベルの回路モデルを統

合し、統合検証プラットフォーム（検証エミュレーション

環境）を開発した。この統合検証プラットフォームを用い

た統合検証により、光増幅器による雑音に対する耐力

（OSNR 耐力）特性並びに FEC 耐力特性について 200G 
QPSK、300G 8QAM、400G 16QAM、500G 32QAM、

600G 64QAM 信号モードに対して性能評価モデル統合検

証プラットフォームとの等価性を評価し、両者がほぼ同等

の特性となることを確認し、本回路設計手法の妥当性が確

認できた。基本回路動作および消費電力評価を行い、基幹

ネットワークの消費電力を単位伝送速度 100Gbps の伝送

方式と比較して 1/4 以下（「単位伝送速度×単位伝送距離」

を単位として消費電力を比較した場合）に削減できること

を確認し（図 10）、低消費電力信号処理統合検証技術を確

立した。 
さらに、一部機能を実装したプリプロトタイプを開発した。

高ボーレート動作の確認として、600G 64QAM 信号の信

号疎通を確認し、実装した機能が正常動作していることを

確 認 し た 。 さ ら に 32Gbaud-100G QPSK 信 号 、

65Gbaud-200G QPSK 信号、32Gbaud-200G 16QAM 信
号並びに 65Gbaud-400G 16QAM 信号に対して信号疎通

を確認し、ボーレート、変調方式に依らず動作することを

確認した（図 11）。以上のことから、到達目標を達成する

とともに実機での機能動作検証を実施し、技術検証レベル

を向上させた。 
 



ICT イノベーションフォーラム 2018 
ICT 重点技術の研究開発 

  
図 10 統合回路の動作データを用いた消費電力評価結果 

 

 
図 11 200G QPSK コンスタレーション 

 

３．今後の研究開発成果の展開及び波及効果創出へ

の取り組み 

社会展開に向けた取組方針や計画に関しては、国際標準化

については、OIF および ITU-T に本研究開発成果に関連

する寄書提案を行ってきたが、今後も本研究開発成果の国

際展開に向けて引き続き寄書提案等に取り組んでいく。

1T 級デジタル信号処理 LSI の商用化に向けては、

100Gbps 級デジタル信号処理 LSI の顧客との関係を活用

して引き続きグローバル展開を図っていく。今後はシステ

ムベンダと協力して技術の完成度を高めて、実際にネット

ワークを構築・運用する事業会社に対して本研究開発成果

技術の利点と実現性を継続的にアピールし、数年内に実ネ

ットワークへの導入を目指す。また、三菱電機は海底ケー

ブルシステムや陸上波長多重光伝送システムに本開発成

果を搭載して行くことにより社会展開を図り、日本電気は

1Tbps 級の光伝送装置や光モジュールを平成 32 年までに

製品化することを目指し、富士通は光伝送装置を、平成

32 年度を目処に市場投入を行うことで、本研究開発成果

の社会展開を図る。 
アウトカム以外に期待される波及効果に関しては、最大

64QAM 等の高度な適応変復調技術の採用により、従来は

限定的な変調方式と伝送容量であったものが、様々な変調

方式をより高いレベルでフレキシブルに変えることによ

り伝送容量と伝送距離を飛躍的に柔軟に変化させること

が可能となる。これにより、トラヒック需要や要求伝送距

離に応じて、周波数利用効率と伝送距離のフレキシブルな

最適化をより高い自由度で実現するエラステック光トラ

ンスポートネットワークの実現が可能となると考えてい

る。ITU-T でもフレキシブルグリッドとして一部の概念

が標準化されており、今後の光ネットワーク研究の大きな

流れの一つとなっていくと考えられる。 
今後、本研究の開発技術及び波及技術を含む製品化が期待

されるほか、大幅な大容量化が求められるメトロ／アクセ

ス系やデータセンター間通信等への展開も期待される。低

消費電力化に関しては、光通信分野だけではなく通信分野

全体の低消費電力化へ貢献する技術として期待される。 
 

４．むすび 
平成 27 年度から 29 年度までの 3 年間の委託研究期間に

おいて、1 波長あたり 1Tbps 級の容量を有し、トラヒッ

ク量や伝送距離・伝送特性といった変動要因に適応的に対

応することが可能な適応変復調伝送技術、誤り訂正基本技

術、静的等化基本技術、動的等化基本技術およびこれらに

対応する低消費電力信号処理回路技術に関する研究開発

を実施した。本研究開発により、100Gbps 級光伝送技術

に対し送受信機（実装サイズ）当たりの伝送容量を 10 倍

にし、消費電力（同一通信処理速度で比較）を 1/4 にする

高速大容量・低消費電力光伝送技術を確立した。 
これら技術の確立により、ネットワークの大容量化、効率

化、低消費電力化を可能とし、国民生活の利便性向上、国

際市場における我が国の競争力の確保を図るとともに、地

球温暖化対策にも大きく貢献するものである。 
 
【誌上発表リスト】 

[1]秋濃俊昭、小島啓介、David Millar、Kieran Parsons
（Mitsubishi Electric Research Laboratories）、吉田剛、

杉原隆嗣（三菱電機株式会社）、“Pareto Optimization of 
Adaptive Modulation and Coding Set in Nonlinear 
Fiber-Optic Systems ”、 Journal of Lightwave 
Technology, Vol.35, NO.4, pp.1041-1099,（平成 28 年 9
月 8 日） 

[2]小山智史、谷村崇仁、Jens. C. Rasmussen（富士通研

究所）星田剛司、中島久雄、秋山祐一（富士通株式会社）、

“Linewidth-Tolerant Carrier Phase Estimation for 
N-PSK Based on Pilot-Assisted N/2th-power Method”、
ECOC2016（デュッセルドルフ）（平成 28 年 9 月 22 日） 

[3]佐藤正規、野口栄実、ル・タヤンディエ・ドゥ・ガボ

リ エマニュエル、松井淳一郎、安部淳一、“Transmission 
of 200G PM-16QAM Subcarriers with Reduction of 
Penalty from Linear Crosstalk Using Super-Nyquist 
Filtering and Low Complexity MMSE ”、 Asia 
Communications and Photonics Conference 2017
（ACP2017）（広州）（平成 27 年 11 月 23 日） 

【申請特許リスト】 

[1]中村政則、吉田光輝、米永一茂、平野章、光伝送シス

テム、日本、平成 28 年 3 月 24 日、平成 29 年 1 月 20
日、特許 6077696 

【国際標準提案リスト】 

[1]ITU-T SG15 Q11・Interim meeting、WD11-11、OSNR 
requirement based on the black-link in G.698.2、平成

27 年 10 月 16 日 
[2]ITU-T SG15 Q11/15、C.40、Request to consent Draft 

new Recommendation G.709.otu4lr、平成 29 年 6 月 19
日 

[3]ITU-T SG15 Q6・Interim meeting、WD06-16、OSNR 
requirement based on the black-link in G.698.2、平成

29 年 10 月 16 日 
【報道掲載リスト】 

[1]“コヒーレント DSP で革新”、電経新聞、平成 28 年 3
月 28 日 

[2]“NEC、都市の通信を支えるメトロネットワークの構

築に適した小型のパケット光統合トランスポート装置

を発売”、日経新聞、平成 29 年 2 月 24 日 
[3]“NTT コムなど、データセンター間を接続するネット

ワークへ超大容量 400 ギガビット伝送装置を導入 ”、日
本経済新聞、平成 29 年 4 月 7 日 


	１．まえがき
	超高精細映像やビッグデータ等の流通、移動通信トラヒックの急激な増加や、機器同士、端末同士など人間が介在しない通信トラヒックの増加の本格化が想定されることなどから、我が国の通信トラヒック量は増加を続け、今後も基幹ネットワークを支える光ネットワークに要求される伝送容量はますます大きくなることが予想される。現在、100Gbps級の光伝送技術が普及しつつあり、これに続く400Gbps級光伝送技術の開発が進められているが、さらなる高速大容量化と低消費電力化を進めた光伝送技術が要求されている。このようなネット...
	本研究開発は、基幹ネットワークの長距離伝送に適したデジタルコヒーレント方式において、より高度な光伝送技術や低電力デジタル信号処理技術を導入し、1波長あたり1Tbps級の容量を有し、トラヒック量や伝送距離・伝送特性といった変動要因に適応的に対応することが可能な適応伝送技術を確立した。更に、これら技術を適用した送受信信号処理回路全体構成の最適化を行って、消費電力を従来比1/4に削減する技術を確立した。これらの技術の確立により、巨大データ流通を支える次世代光ネットワークの実現に大きく貢献するものである。
	２．研究開発内容及び成果
	２．１　１テラビット級高速大容量光伝送技術
	【研究開発内容】
	100Gbps級光伝送技術に対し、送受信機（実装サイズ）当たりの伝送容量を10倍にするため、以下の到達目標を設定する。
	ア）適応変調符号化技術
	上記10倍の伝送容量の実現に資する適応変調符号化技術として、以下の基本技術を確立する。
	a）適応変復調基本技術
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	図6　ハードウェア演算ビット精度制限によるフィルタ係数制御誤差評価結果
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	伝送距離や伝送路種別による伝送特性に応じた信号の変化に対して、最適な処理を行う誤り訂正符号化機能および軟判定誤り訂正復号機能について、設計した基本回路に基づき、最先端CMOS技術を適用した場合の回路規模と消費電力を合成ツールおよびシミュレーションにより算定した。さらに符号化利得と消費電力とを最適化する電力スケーリングの効果を確認し、誤り訂正回路基本技術を確立した。
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	本研究成果による誤り訂正基本回路の100Gbps当たりの消費電力は、従来に比べて75.6%低減されており、従来の100Gbps級光伝送技術における誤り訂正回路に対し同一通信処理速度と比較して1/4以下の消費電力を実現した。
	また符号化利得と消費電力とを最適化する電力スケーリングの効果を確認するため、入力SNRに対する軟判定FECデコーダの動作率を算出し、デコーダの繰り返し回数の制御により消費電力の抑制が実現可能であることを示した。
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	３．今後の研究開発成果の展開及び波及効果創出への取り組み
	社会展開に向けた取組方針や計画に関しては、国際標準化については、OIFおよびITU-Tに本研究開発成果に関連する寄書提案を行ってきたが、今後も本研究開発成果の国際展開に向けて引き続き寄書提案等に取り組んでいく。1T級デジタル信号処理LSIの商用化に向けては、100Gbps級デジタル信号処理LSIの顧客との関係を活用して引き続きグローバル展開を図っていく。今後はシステムベンダと協力して技術の完成度を高めて、実際にネットワークを構築・運用する事業会社に対して本研究開発成果技術の利点と実現性を継続的にア...
	アウトカム以外に期待される波及効果に関しては、最大64QAM等の高度な適応変復調技術の採用により、従来は限定的な変調方式と伝送容量であったものが、様々な変調方式をより高いレベルでフレキシブルに変えることにより伝送容量と伝送距離を飛躍的に柔軟に変化させることが可能となる。これにより、トラヒック需要や要求伝送距離に応じて、周波数利用効率と伝送距離のフレキシブルな最適化をより高い自由度で実現するエラステック光トランスポートネットワークの実現が可能となると考えている。ITU-Tでもフレキシブルグリッドとし...
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	４．むすび
	平成27年度から29年度までの3年間の委託研究期間において、1波長あたり1Tbps級の容量を有し、トラヒック量や伝送距離・伝送特性といった変動要因に適応的に対応することが可能な適応変復調伝送技術、誤り訂正基本技術、静的等化基本技術、動的等化基本技術およびこれらに対応する低消費電力信号処理回路技術に関する研究開発を実施した。本研究開発により、100Gbps級光伝送技術に対し送受信機（実装サイズ）当たりの伝送容量を10倍にし、消費電力（同一通信処理速度で比較）を1/4にする高速大容量・低消費電力光伝送...
	これら技術の確立により、ネットワークの大容量化、効率化、低消費電力化を可能とし、国民生活の利便性向上、国際市場における我が国の競争力の確保を図るとともに、地球温暖化対策にも大きく貢献するものである。
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